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ゴア解放運動史 1947－1961 年 
 




 独立の約 2 年半後、1950 年 1 月 26 日に施行されたインド憲法の第 1 編第 1 条第 3 項はイン
ドの領域（territory）に関して、以下のように規定している。すなわち、 
a)諸州の領域 
b)第 1 付則で定める連邦政府直轄領、および 
c)以後取得されうるその他の領域 
である。ちなみに、1948 年 2 月 21 日にインド憲法草案委員会（委員長：B.R. アーンベードカ
ル）がインド制憲議会（議長：R. プラサード）に提出した憲法草案の同項もほぼ同じであるが、
b)の個所が「とりあえず第 1 付則第 4 部で明記された領域」（付則によればアンダマーン・ニコ




















































































出典）Maria Aurora Couto, Goa: A Daughter’s Story, Penguin Books, New Delhi, 2005 所収図を一部改変 
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 現在ゴアはインド連邦の 28 州の一つであるが（1987 年に州に昇格）、3,702 平方キロという















やく 1974 年に、インドの文化関係の権威的機関である文学協会（Sahitya Akadami）がコーンク
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総人口 1,347,668 [対総人口比率]（括弧内は 1954 年時点の比率） 
ヒンドゥー 886,551 65.8%  （60.9%） 
クリスチャン 359,568 26.7%  （36.8%） 
ムスリム 92,210 6.8%   （2.2%） 
































年度の州総生産（State Domestic Product）で言えばインドの国内総生産の 0.41%で、全州中の下
から 8 番目に位置する。しかし一人当たり収入額（per capita income）は高く、2000 年には農業























 ポルトガルが到来するまでのゴアはさまざまな政治勢力の支配下にあった。前 3 世紀にはマ
ウリヤ朝の領土の一部であったが、前 2 世紀から紀元 6 世紀にはデカン地方一帯に広く強大な
勢力を伸ばしたサータヴァーハナ朝の家臣が支配した。6 世紀末から 8 世紀半ばにはチャール
キヤ朝（バーダーミ）、その後 10 世紀半ばまではラージプートの一派と称するラーシュトラクー























現ケーララ州内）に商館を設立して、香料交易の拡大に努めた（22）。1503 年にマヌエル 1 世に
よってインドに派遣された貴族アフォンソ・デ・アルブケルケは城塞と艦隊の強化を行い、1509






























出典）Maria Aurora Couto(2005)所収図 
 
 ポルトガルのアジア進出が香料の獲得とキリスト教の布教を目的としたことは先にふれた
が、すでに 1518 年にゴアとコチの周辺に修道院が開設され、1534 年にはローマ教皇の勅書に
よりゴア司教区が設置された。その 8 年後にイエズス会宣教師としてゴアに赴任したのがフラ
シスコ・ザビエルである。熱心に布教を行って多くのインド人を信徒としたザビエルは 1545

























次第にその繁栄に陰りが見られた。16 世紀前半には毎年 2000 人以上のポルトガル人が新天地
を求めてインドに渡ったが、同世紀後半になると移民の流れは徐々にインドからもう一つの植
民地ブラジルへ向かった（28）。17 世紀初頭にはオランダ、イギリス勢力にアジアの制海権を脅









ルブケルケがゴアを占領したとされる 11 月 25 日は、以後の長い反植民地運動の中で「人間と
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しての品位をもつあらゆるゴア人にとっての恥辱の日」となった（30）。 






























が、1825 年に立憲王政となるとゴアからの議席は 1 つに減らされた（35）。ポルトガルで 1834 年




























 19 世紀末のポルトガルでは、1899 年にブラジルの王朝が倒れて共和国が成立した状況や国内
の経済不況に対する労働者階級の不満の高まりなどを背景として、共和主義の圧力が強まった。
こうして 1910 年 10 月に、ポルトガル陸軍の下士官が中心となり、労働者や市民も参加してリ
スボンで無血クーデタを起こし、王制を打倒したのち共和国宣言を行った。1911 年に司法相に
就任したアフォンソ・コスタは宗教界の特権の制限を目指し、教会と国家の分離、聖職者の追












同委員会は 1918 年 7 月から機能するはずであったが、パイス独裁政権の成立で一時停止のやむ
なきに至った。サルセテ出身の被選出議員ルイ・デ・メンデス・ブラガンサらによって、この
停止措置を非難する大衆的集会が南ゴアにおける政治運動の中枢都市マドガーオ（マルガーオ）
で開催された。最終的に 1920 年にこの評議会（Conselho do Governo）は、被選出議員数が当初
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 1926 年 5 月のクーデタ後、ゴアなど植民地はリスボンの国民議会に代表を送る権利を剥奪さ


































けて直ちに大衆的運動に発展するという状況は見られなかった。そうした中で、1928 年に T.B. 









  1926 年に 14 年間住んだフランスを去ってゴアに戻り、その 2 年後に GCC を立ち上げた。1928





















その他このころの彼および GCC の活動として、1929 年にゴア人の代理人たちがアッサムのイ
ギリス人茶栽培園主のために、偽りの高賃金を示して多数のゴア農民を送りだそうとした企て
を挫折させたことがあるが挙げられる。情報を把握した彼は直ちに GCC としての活動を開始
し、当時の会議派書記長 J. ネルーの介入を求め、農民たちを帰村させるのに成功した(52)。 
 植民地法の制定およびサラザールの首相就任後ゴアでの政治活動がいっそう厳しく規制され
る中、まだ十分な組織作りが出来ないままに GCC は 1933 年には地下に潜らざるを得なかった。













India Annual）』1935 年版のコピーをお送りし、同誌に T.B. クーニャおよびカルロス・ダ・ク
ルス名で執筆された 2 つの論説に関し、同年報の編集者に対して必要な措置をとられるよう、
権限ある当局によろしく働きかけられることを要望いたします。と申しますのは、それらの










に何らかの警告を発したようで、同年 5 月 17 日付で執筆者の一人クルスがボンベイ州知事宛に
覚書を送り、穏やかな調子ながらポルトガル側の批判に反論している(56)。 
  1938 年 10 月に、ムンバイー在住の活動家の代表が同年 2 月の会議派ハリプラー大会で議長







































年に T.B. クーニャの指導でゴア青年連盟が組織されている。 
 
(3) 1946 年のサティヤーグラハ運動 
 州都パナジーの中心部、マハートマー・ガーンディー通り（旧アフォンソ・デ・アルブケル
ケ通り）とほぼ並行して延びる道路の名称は「6 月 18 日通り」という。ゴア人にとってこの日
付（1946 年）は、ポルトガルに対する反植民地運動が初めて大衆的な形で、しかもゴア内で展
開された記念すべき日として記憶されている。ナチ=ドイツ崩壊後、1945 年 7 月のイギリス総
選挙でアトリー労働党政権が成立し、翌 46 年 5 月にインドへの「政権移譲」に関する論議のた
め派遣されたイギリス閣僚使節団が有名なその提案を行ってから約 1 か月後であった。一般に
ゴアで「6 月 18 日運動」あるいは「1946 年サティヤーグラハ運動」と呼ばれるこの運動のきっ
かけを作ったのは R.M. ローヒア （ーRam Manohar Lohia, 1910-67）である。彼が 1932 年に博士
号請求のためベルリン大学に提出した論文の題名が「塩と市民的不服従」であることから、熱
心なガーンディー支持者であったことが分かるが、当時の多くの青年がそうであったように次
第に社会主義へと傾き、帰国後の 1934 年には同年 5 月に会議派内の組織として結成された会議
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派社会党に参加して機関誌『会議派社会主義者（Congress Socialist）』の編集に携わった。反戦
活動で 1939 年と 1940 年に逮捕されている。1942 年の「クウィット・インディア」運動ではガー
ンディーらの逮捕後も地下活動を続けたが、1944 年には自らも逮捕・投獄され 1946 年 4 月 11
日にようやく釈放された。 




もすでによく知られており、6 月 15 日にマールマーゴアで開かれた青年の集会で彼が大衆的な






める（to court arrest）活動家のリストが準備された(63)。 
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 ゴアにおける動きは英領インドにも大きな衝撃を及ぼした。1930 年代末から 40 年代初頭の
ガーンディーの著述を見る限り、反英運動の展開などに関する彼とローヒアーの立場の相違は
かなり明らかであるが(66)、ゴアでのローヒアーの行動とそれに対する植民地当局の対応には


























大衆集会はほとんど毎日開かれたが、1946 年 6 月 30 日のマドガーオでの大きな集会では、女
性活動家ベルタ・デ・メンゼス・ブラガンザが演説の前に「ジャエ・ヒンド（インド万歳）」「イ
ンキラーブ・ジンダーバード（革命万歳）」と叫んだだけで、取り囲んでいた兵士たちによって
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彼女と同席のクーニャは銃で殴打されて車で連れ去られた。この後 7 月 12 日に逮捕されたクー






























う。1 つは国民会議派（ゴア) [National Congress(Goa)=NCG]で、ローヒアーがゴア領外へ追放
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された後で活動家たちが立ち上げた複数の政治組織が、1946 年 8 月半ばにゴアの境界からさほ
ど遠くないローンダー（現カルナータカ州内）で合同の会合をもち、単一の組織として結成し
たものである。組織の本部はゴアの境界から北東約 40 キロにある中都市ベールガーオに置かれ
た(72)。もう１つは自由ゴア団（Azad Gomantak Dal=AGD）で、運動で逮捕され釈放された NCG
の急進的な活動家たちが、運動後に生じた弛緩状況を払拭して運動を強化することを目指し、





















































を厳しく追及し、ポルトガルの加盟（1946 年 8 月に加盟申請）に反対した。ポルトガルが国連
加盟を承認されるのは 1955 年 12 月である。 
















ねばならないとの方針を強く打ち出していた。そのため 1946 年 9 月にネルーを長とする中間政
府が成立すると、直ちにゴアにインド領事館を設置した。さらにインド側は公式の外交関係樹
立を提起して、1947 年 12 月に駐英ポルトガル大使とインド高等弁務官 V.K. クリシュナ・メノ
ンが最初に会見し協議を続けた結果―ポルトガル側はゴア等に関して何ら交渉の対象になるも
























となる。1949 年 10 月に中華人民共和国が成立すると、インドはビルマ（ミャンマー）に続い















ら、チャンダンナガルで 1949 年 6 月に住民投票が実施され、インドへの併合が決まったことに
見られるように、当時進行していたフランス領返還に関するフランスとの交渉が比較的スムー
ズだったことも関係していよう（89）。しかし同じ時期のネルーの言葉には時に苛立ちも感じら





ルトガルは 1951 年 6 月に憲法を改正し、ゴアは「植民地（Colonia）」でなく「海外州（Provincia 
Ultramarina）」であると「再規定」している(91)。 
 問題解決は時間をかけてでも平和的にというネルーや政府の立場に対して、ゴア内外で解放
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運動に携わる人々の間では不満が募っていた。その一例を挙げれば、先述した 1950 年 9 月の会
議派ナーシク大会に向けて NCG（国民会議派[ゴア]）から大会出席の代表たちに宛てた書簡（9





























解放運動に密接に関わり、自らも逮捕されて 1 年半ポルトガルに追放された P.D. ガーイトンド
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はその体験に基づくゴア解放史の中で、ゴアの活動家からすれば「（この時期の）ゴアはインド
外交の墓場となった」と書いている(93)。 
 ネルー政権も手を拱いていたわけではなく、1953 年 10 月にムンバイー在住の有力なゴア人
活動家と会見し、解放運動を統合する組織としてゴア行動委員会（Goa Action Committee=GAC）
が発足を見た。これには主として NCG つまり国民会議派（ゴア）、共産党（Communist Party of 
India=CPI）など左翼グループによって 1949 年に設立されたゴア人民党（Goan People's 
Party=GPP）、および 1950 年に NCG から分かれて結成されたゴア人統一戦線（United Front of 
Goans=UFG）が加わり、議長にはこの年 9 月にポルトガルでの投獄生活から解放された長老の



















インド大衆党（Bharatiya Jan Sangh=BJS、1950 年に RSS を母体として設立された政党）など、
さまざまな立場の活動家によってゴア解放支援会議（Goa Vimochana Sahayak Samiti=GVSS）が
設立されている。こうした事態へのネルー=インド政府の対応には微妙なものがあった。1954
年 8 月 1 日付のボンベイ州首相 M. デサーイー宛の書簡でネルーは、「ダードラーでの小さな出
来事がインド内でセンセーションを生み出した」が、自分としてはポルトガルがまたわれわれ






る 8 月 15 日には「（政府としては）戦術的には攻撃的なことは全く何もしない」方がいいとも
述べている(97)。 
 それにもかかわらず、この年の 8 月 15 日以降、翌年前半にかけて何度も「サティヤーグラヒー
（非暴力的抵抗者）」がゴアやダマンの境界を越え、NCG によれば 1954 年 2 月から翌 1955 年
4 月の間に 2567 人の活動家がポルトガルの警察によって逮捕された（98）。1955 年 5 月には、ゴ
ア問題にインド世論を動員することを目指し、PSP、CPI などの左翼政党やヒンドゥー至上主義
組織系の議員による「ゴアに関する全党議会委員会（All-Party Parliamentary Committee for Goa
＝APPCG）」が設立された。APPCG は 5 月開催の最初の大会（ムンバイー）でインド政府に対
し、ポルトガルとの交渉によって混乱を解決するよう、もし失敗したなら一挙にインドから植
民地支配を排除するための効果的な制裁を強行するよう要請した（99）。 
 こうした状況の中でネルーの姿勢に変化が見られた。1955 年 6 月 26 日付『ヒンドゥスター
ン・オーバーシーズ・タイムズ』は PSP によるゴア行進組織に関する報道で、ネルーが「平和
的な手段」を強調しつつも、「私はそこへ赴こうとしている人々の勇気を賞賛する」と語り「無












 8 月 15 日には、4000 人を超えるサティヤーグラヒーが小さなグループに分かれてポルトガル
領へ行進した。ポルトガル側はすでに戒厳令を出して境界付近を固めていたが、多くの場合ポ
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ルトガルの警察隊は行進してくるサティヤーグラヒーに無警告で発砲し、このためインド人か




























 1955 年 2 月に、インドは非社会主義国への最初の大型経済援助となるビラーイ製鉄所建設援
助協定をソ連と結び、同時に国賓として招待を受けたネルーは 6 月にソ連と東欧を訪問した。
そのいわば返礼として、11 月（18～30 日）、12 月（7～14 日）にソ連首相ブルガーニンと第一






















トガルの 1 州と表明しているのに、他方でゴア問題は NATO の管轄権に入らないとするのはお




る者も多くいたという（118）。翌 1956 年 3 月にダレスが訪印し、アメリカは決してポルトガルを
支持してインドを攻撃するつもりはないと釈明している。 
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 この時期、ポルトガル内にもいろいろの政治的変化が見られた。1957 年 10 月に 100 人の大
臣経験者や知識人が翌月予定の国民議会選挙ボイコットを宣言し、真の自由が保障されないと
してすべての野党候補が立候補をとりやめた。翌 1958 年 1 月にはエンリケ・ガルヴァンという
大尉が、国民議会にアフリカのポルトガル領での状況について批判的な報告を提出して、軍事
裁判の結果 16 年の投獄刑に処せられた。同年 6 月には大統領選挙が行われ、ウンベルト・デル
ガード将軍がサラザール政権に対抗する初めての野党候補として立候補した。選挙活動には多
くの規制があり野党候補には多大な障害となったが、民衆は恐怖心を払拭して彼の集会に参加







間でも強い関心が示され、NCG は 1958 年度年次大会への報告書の中で、「サラザール支配への
最初の挑戦」としてインド政府およびゴアの人民はこの好期を捉えるべきであると訴えた。た
だ同時に、現状は決して楽観できない「困難の時期」であるとの認識も示している（129）。それ











況であった（132）。1960 年ころのネルーの心境について伝記者 S. ゴーパールは、ネルーは徐々
に、嫌々ながらではあるが彼の方法が失敗だったという結論に追いやられており、しかしそれ
でも自分の政策を変更するまでには至らずにいたと書いている。続いてゴーパールは、1960 年
6 月 20 日付で英連邦付事務次官に宛てたネルーの書簡から次の文章を引用している。 








この 1960 年が 1 月のカメルーンを皮切りに、コンゴ、マリ（6 月）、ダホメ、ニジェール、チャ
ド、ガボン（8 月）、ナイジェリア（10 月）など 17 の新興国が生まれた「アフリカの年」であっ
たことも無関係ではないだろう。そうした国際的大変動を背景に、同年 12 月 14 日に開かれた
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 この間、国連での動きとは別にゴアの活動家は新しいアプローチを模索した。1960 年度の
NCG 議長になった P.D. ガーイトンドの要請で、8 月 15 日の独立記念日演説でネルーがゴア問









4 月の国連総会はアンゴラでの抗争に鑑み、前年 12 月の総会決議を実行するため改革の導入を
ポルトガルに求めた（142）。 

































アラブ連合共和国）、スカルノ（インドネシア）らによって 1961 年 9 月 1 日に招集された非同
盟諸国首脳会議（ベオグラード会議）で、新興独立国を含めて 26 か国が参加した。6 月にカイ








地帯化、中華人民共和国の国連加盟支持などとともに、1962 年 12 月 31 日までにいかなる形の
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ミナーは、北ローデシア（現ザンビア）、タンガニーカ（現タンザニア）、モロッコ、コンゴ、
モザンビーク、南ローデシア（現ジンバブウェ）などのほか、ロンドンのポルトガル植民地解



















局長 B.N. マリクによれば、彼の推薦でゴア境界地域の保安の責任を任されていた G.K. ハン
ドゥーが、ネルーはこれ以上世論に挑戦したりはしないだろう、さもないと射殺されかねない
と彼に語ったことを回想している（156）。 




11 月 27 日に国連総会は新たな決議を採択した。決議（1654 XVI）は、前年 12 月の決議（1514 XV）
でふれられた植民地への早急の独立付与要求を改めて想起させ、その実施状況について勧告を行
うための 17 か国による特別委員会の設置を決めた（159）。国連憲章第 73 条にいう、植民地の状況
を定期的に事務総長宛に報告する義務を怠ってきたポルトガルにとってはこの決議は大きな打
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撃であった。11 月 17 日と 24 日には、ポルトガルが占拠するゴア南端のアーンジェディーウ島
からインドの普通船舶と漁船に砲撃が行われ、1 人の死者と負傷者が出るという事件が起こっ
た。インド、ポルトガル双方からの批判の応酬があり、ゴア境界周辺で両軍の強化が見られた。





を明らかにしている（160）。ネルーはここで具体的なことは語っていないが、すでに 11 月 11 日









が最後までその決断を躊躇していたことにもよるのであろう（163）。12 月 15 日にパリで NATO の
関係閣僚会議が行われ、その場でポルトガル外相は差し迫って予測されるインドのゴアへの進攻
を前に同盟諸国の支持を求めたが、イギリスもアメリカもほとんど沈黙を守った（164）。 




時にゴア総領事 M.A.V. シルヴァが無条件降伏文書に署名し、1 日半の戦闘は終了した。死者の























回避していたが、12 月 20 日になって「遺憾」の意の外相声明を出した（169）。 




























た。特に 1963 年 12 月に行われた直轄領議会選挙で、この動きの先頭に立つマハーラーシュト
ラワーディー・ゴーマンタク党が 57％の議席を得て第一党になったことで議論が沸騰した。こ
れに対して、主としてクリスチャンを支持層とする統一ゴア党を中心とする併合反対派も活発
な運動を展開した。その後 1967 年 1 月に連邦政府が実施した住民投票の結果は、他州への併合
ではなく直轄領の選択であった。この時点でもポルトガルはゴア、ダマン、ディーウを「海外
統治領」として自国の地図に記していたが（172）、1970 年にサラザールが死去したのち、1974
年にスピノラ将軍によるクーデタで独裁体制に終止符が打たれると、同年 12 月 31 日に両国間
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